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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第33期

第３四半期
連結累計期間

第34期
第３四半期
連結累計期間

第33期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (千円) 5,403,574 6,322,023 7,629,817

経常利益 (千円) 193,729 218,587 364,549

四半期(当期)純利益 (千円) 101,130 135,809 226,820

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 101,313 134,121 227,783

純資産額 (千円) 2,286,115 2,442,171 2,412,585

総資産額 (千円) 5,235,583 5,741,006 5,431,650

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 48.39 64.98 108.53

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― － －

自己資本比率 (％) 43.5 42.4 44.3
 

　

回次
第33期

第３四半期
連結会計期間

第34期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 15.31 26.75
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

　 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、金融緩和や各種経済政策を背景に円安・株高傾向

が進行し、企業収益や個人消費に改善の動きがみられるなど、景気は緩やかに回復しつつあります。

平成25年12月の日銀短観によると業況判断指数（ＤＩ）は、大企業製造業で９月の前回調査より４ポ

イント上昇し、プラス16ポイントとなりました。自動車では９月比４ポイント上昇しプラス31ポイント

となり、電気機械も２ポイント上昇しプラス11ポイントとなりました。大企業非製造業も６ポイント上

昇し、プラス20ポイントとなり、製造業・非製造業とも４期連続の改善となりました。また、３か月見

通しでは大企業製造業はプラス14ポイントとやや慎重な見通しですが、世界経済が緩やかに回復すると

の見方から輸出や生産などの持ち直しが見込まれます。

一方、当社グループが属する情報サービス業界におきましては、経済産業省の「特定サービス産業動

態統計」によると、平成25年11月の情報サービス業の売上高合計は、前年同月比2.9％増と４か月連続

の増加となりました。主力の「受注ソフトウェア」は、同2.9％増加、「ソフトウェアプロダクツ」も

同6.9％増加、「システム等管理運営受託」は同1.9％増加となりました。

このような経営環境のなか、当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績は、自動車関連製造

業、工作機械メーカー、金融機関などからのＩＴ投資需要が堅調で、既存取引先向けソフト開発などが

伸びたことで、企業のシステム構築を中心とするＳＩサービス業務の売上高は、3,351,894千円（前年

同期比22.8％増）となりました。ソフトウエア開発業務においては、既存顧客からの継続受注を安定的

に確保でき堅調に推移したことから売上高は、2,376,988千円（前年同期比7.4％増）となりました。ソ

フトウエアプロダクト業務におきましては、ＷｉｎｄｏｗｓＸＰ（マイクロソフト社のＯＳ（基本ソフ

ト））サポート終了告知、消費税改正によるソフトウェアリプレース市場の活性化などにより、売上高

は、447,126千円（前年同期比24.3％増）、商品販売では、パソコンやネットワーク機器などの販売

で、139,664千円（前年同期比39.9％増）、その他のＷＥＢサイトの運営などでは6,348千円（前年同期

比36.4％増）となりました。なお、当社グループはソフトウエア関連事業の単一セグメントであるた

め、業務区分別の業績を記載しております。

利益面におきましては、顧客のＩＴ投資が回復傾向にあることなどから、ＳＥ稼働率が向上しており

ます。また、経費削減策として、プロジェクト毎の原価管理の徹底、その他不要不急の経費を抑えるな

どコスト削減策の継続実施に取り組んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における連結業績は、売上高6,322,023千円（前年同期比

16.9％増）、営業利益215,345千円（前年同期比8.6％増）、経常利益218,587千円（前年同期比12.8％

増）、四半期純利益135,809千円（前年同期比34.2％増）となりました。
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(2) 財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、受取手形及び売掛金が減少したものの、現金及び預

金、仕掛品の増加などにより、前連結会計年度末に比べ309,356千円増加し、5,741,006千円となりまし

た。

　当第３四半期連結会計期間末における負債は、買掛金や短期借入金の増加などにより、前連結会計年

度末に比べ279,770千円増加し、3,298,835千円となりました。

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、四半期純利益を計上したことにより、前連結会計年

度末に比べ29,585千円増加し、2,442,171千円となりました。

　

 (3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新た

に生じた課題はありません。

　

 (4) 研究開発活動

　　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は3,203千円であります。

　　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,800,000

計 6,800,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,090,000 2,090,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

普通株式は完全議決権株式
であり、権利内容に何ら限
定のない当社における標準
となる株式であります。ま
た、単元株式数は100株で
あります。

計 2,090,000 2,090,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年12月31日 ― 2,090,000 ― 550,150 ― 517,550
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

    当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による

記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　　200

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

2,089,300
20,893 ―

単元未満株式
 普通株式

500
― ―

発行済株式総数 2,090,000 ― ―

総株主の議決権 ― 20,893 ―
 

　

② 【自己株式等】

  平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社システムリサーチ

名古屋市中村区岩塚本通
二丁目12番

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00
 

 

　

　

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)および第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,811,106 1,938,907

受取手形及び売掛金 1,512,584 1,454,723

商品及び製品 7,845 5,558

仕掛品 113,356 389,939

貯蔵品 4,952 4,952

その他 212,275 220,950

貸倒引当金 △150 △144

流動資産合計 3,661,969 4,014,888

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 618,144 592,280

土地 604,806 604,806

その他（純額） 22,268 20,190

有形固定資産合計 1,245,219 1,217,278

無形固定資産

ソフトウエア 267,909 254,846

その他 8,810 8,670

無形固定資産合計 276,719 263,516

投資その他の資産 247,741 245,323

固定資産合計 1,769,680 1,726,117

資産合計 5,431,650 5,741,006
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 262,236 281,802

短期借入金 － 345,000

1年内返済予定の長期借入金 766,778 847,397

未払法人税等 78,275 18,073

賞与引当金 388,634 219,267

受注損失引当金 3,894 5,632

その他 611,460 648,326

流動負債合計 2,111,279 2,365,499

固定負債

長期借入金 695,201 728,029

退職給付引当金 198,619 191,341

その他 13,965 13,965

固定負債合計 907,785 933,335

負債合計 3,019,064 3,298,835

純資産の部

株主資本

資本金 550,150 550,150

資本剰余金 517,550 517,550

利益剰余金 1,336,727 1,368,047

自己株式 △180 △227

株主資本合計 2,404,246 2,435,520

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,010 3,964

その他の包括利益累計額合計 4,010 3,964

少数株主持分 4,328 2,686

純資産合計 2,412,585 2,442,171

負債純資産合計 5,431,650 5,741,006
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 5,403,574 6,322,023

売上原価 4,292,934 5,123,669

売上総利益 1,110,639 1,198,354

販売費及び一般管理費 912,526 983,008

営業利益 198,112 215,345

営業外収益

受取利息 19 25

受取配当金 238 246

助成金収入 6,047 10,896

保険配当金 2,403 2,768

その他 1,590 699

営業外収益合計 10,298 14,636

営業外費用

支払利息 13,448 11,080

その他 1,233 313

営業外費用合計 14,682 11,394

経常利益 193,729 218,587

特別損失

固定資産除却損 301 17

特別損失合計 301 17

税金等調整前四半期純利益 193,427 218,570

法人税等 92,297 84,403

少数株主損益調整前四半期純利益 101,130 134,167

少数株主損失（△） － △1,642

四半期純利益 101,130 135,809
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 101,130 134,167

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 182 △45

その他の包括利益合計 182 △45

四半期包括利益 101,313 134,121

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 101,313 135,764

少数株主に係る四半期包括利益 － △1,642
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【注記事項】

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法を採用しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算す

ると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法に

よっております。
 

　
　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日)

減価償却費 110,195千円 108,941千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

　１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 104,489 50.00 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金
 

　

　２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

　１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 104,489 50.00 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

　

　２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

 当社グループはソフトウエア関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。

 

　Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

 当社グループはソフトウエア関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略し

ております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

　 １株当たり四半期純利益金額 48円39銭 64円98銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 101,130 135,809

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 101,130 135,809

    普通株式の期中平均株式数(株) 2,089,791 2,089,768
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

　

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。　

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   秦　　博　文  　 印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   水　野　　大 　 印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月10日

株式会社システムリサーチ

取締役会  御中

　

 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社システムリサーチの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会
計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から
平成25年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社システムリサーチ及び連結子会社
の平成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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